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2-2-1：目標を達成するメカニズム （概念図）

“政府の本気”を伝え「① テコの原理」で企業・団体トップを動かし、横並び意識の強い業界内で「② 連鎖反応」
を起こし、個別企業・団体内での取組みを「③ 自然増殖」させていくメカニズムを継続して行います。
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時間軸
テコの原理：環境省予算による集中キャンペーン

①① 連鎖反応：民間予算による協賛キャンペーン

②②
自然増殖：企業･団体の自主取組

③③

目標を達成するためのメカニズム概念図目標を達成するためのメカニズム概念図
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2-2-2：目標を達成するメカニズム （具体的な仕組み）

本運動においては実施本部が中心となり、経済界をはじめとする企業・団体との連携に注力することで、集中キャン
ペーン・健全な危機意識の醸成による効果が最大化されるメカニズムを構築します。

集中キャンペーン

健全な危機意識

経済界との連携

メディア・WEB
との連携

地方公共団体
との連携

NPOとの連携

実施本部（博報堂）からの
声がけ／事前交渉の実施

集中キャンペーン

健全な危機意識

経済界との連携

メディア・WEB
との連携

地方公共団体
との連携

NPOとの連携

集中キャンペーン

健全な危機意識

国
民
運
動
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果

政府の“本気感”を示し
企業や団体の“呼び水”
となる施策の実施

国民の“本気度”を
高めるための危機感
の醸成施策の実施

上期声がけ／事前交渉分の刈り取り目標を達成するための具体的な仕組み目標を達成するための具体的な仕組み

上期での効果 下期での効果
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2-3：国民運動における削減目標の達成度を図る検証手段

削減目標達成度を図る検証手段として、国民の環境への意識の推移や取組ごとの実践度については、月次で行って
いる国民調査によって把握していきます。また、これらの結果を用いて計算できる削減量計算式に基づき、CO2の削減
量を算出し、各取組ごとの達成度を月別にチェックしていきます。

取組ごとのCO2削減量の計算式一覧取組ごとのCO2削減量の計算式一覧月次で行っている調査月次で行っている調査

※地球温暖化問題に対する関心度～危機
意識度合い～取組の実践度まで計31問を
月次で調査
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３.契約期間

～基本仕様書～
契約締結日から平成19年3月30日まで

※平成18年度地球温暖化防止大規模「国民運動」推進事業 基本仕様書より（平成18/7/28)
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４.国民運動事業の内容

～基本仕様書～
本事業の目的を達成するため、以下の事業を行う
（１）本事業を効率的かつ効果的に実施するための体制整備
（２）これまでの国民運動事業の成果を踏まえた効率的・効果的な事業実施
（３）効果測定の実施

※平成18年度地球温暖化防止大規模「国民運動」推進事業 基本仕様書より（平成18/7/28)



Copyright © 2006 Hakuhodo All Rights Reserved. STRICTLY CONFIDENTIAL

平成18年度後期全体像 ～仕様書より～

(3) 効果測定の実施

(1) 本事業を効率的かつ効
果的に実施するための体制
整備

(2)-④ 経済界、労働組合、NPO、
地方公共団体及び地球温暖化対
策推進法に基づく全国センター、都
道府県センター等幅広い関係者と
の連絡調整

（2）-① 国民に対して呼びかける具体的な地球温
暖化防止行動について、「６つの取組（中でもAct1、
Act4、Act5に重点を置く）」を基にして、効率的・効
果的に普及啓発し行動に結びつける。

(2)(2)--③③：：チーム員数を平成18年度
中に100万人にするため、効率的
かつ効果的な方法を検討し、実
施する。

国
民
国
民

「6つの取組」国全体国全体

【ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ】
総理大臣
環境大臣

【実施】
環境省

「取組４」賛同企業
（平成17年度+18年度前期）

「取組４」賛同企業
（平成17年度+18年度前期）

6,000社賛同企業
（平成17年度+18年度前期）

6,000社賛同企業
（平成17年度+18年度前期）

「取組１」賛同企業
（平成17年度+18年度前期）

「取組１」賛同企業
（平成17年度+18年度前期）

「
実
施
本
部
」設
置

＋

博
報
堂
（全
社
体
制
）

経済界
（経団連・同友会）

経済界
（経団連・同友会）

労働組合労働組合

NPONPO

地方公共団体地方公共団体

国民の5%（630万人）
以上が行動

60万人

100万人

平成18年度前期

平成18年度後期

「ﾌｫﾛﾜｰ賛同企業・団体」「賛同企業・団体」「各種団体」

WEB賛同企業
（平成17年度+18年度前期）

WEB賛同企業
（平成17年度+18年度前期）

目標

ﾒﾃﾞｨｱ/WEBﾒﾃﾞｨｱ/WEB ﾏｽメディア賛同企業
（平成17年度+18年度前期）

ﾏｽメディア賛同企業
（平成17年度+18年度前期）

「チーム・マイナス６％」
個人チーム員

(2)-② 地球温暖化の「健全な危機意識」を醸成するため、効率的かつ効果的な方法を検討し、実施。

目標

新潟県、富山県
（岩手県、長崎県）等

新潟県、富山県
（岩手県、長崎県）等

「取組5」賛同企業
（平成17年度+18年度前期）

「取組5」賛同企業
（平成17年度+18年度前期）

取
組
1
．

温
度
調
節
を
通
し
た
削
減

取
組
2
．

水
道
利
用
を
通
し
た
削
減

取
組
3
．

自
動
車
利
用
を
通
し
た
削
減

取
組
5
．

ゴ
ミ
を
通
し
た
削
減

取
組
6
．

電
源
を
通
し
た
削
減

取
組
4
．

商
品
選
択
を
通
し
た
削
減

(2) これまでの国民運動事業の成果を踏まえた効率的・効果的な事業の実施

※平成18年度地球温暖化防止大規模「国民運動」推進事業 基本仕様書より（平成18/7/28)



(1) 本事業を効率的かつ効果的に実施するための体制整備

～基本仕様書～
本事業と各界との事業を結びつけ効果的に国民の地球温暖化防止行動の実施を促す
「実施本部」的な体制を整備する。

※平成18年度地球温暖化防止大規模「国民運動」推進事業 基本仕様書より（平成18/7/28)


